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１．19 年 3月期の連結業績（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3月 31 日）            （百万円未満切捨て） 

(1)連結経営成績                               （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高       営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年 3 月期 93,749 3.1 2,273 29.2 2,415 30.7 1,170 21.3
18 年 3 月期 90,953 10.8 1,760 64.5 1,847 64.5 964 96.8

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

自 己 資 本
当 期 純 利 益 率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期 36.42 36.37 8.9 3.9 2.4
18 年 3 月期 30.58 30.49 8.6 3.6 2.0

(参考) 持分法投資損益     19 年 3 月期        45 百万円       18 年 3 月期       25 百万円  

    

(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 3 月期 65,650 13,326 20.1 409.81 
18 年 3 月期 58,722 13,080 22.3 407.62 

(参考) 自己資本  19 年 3月期    13,178 百万円       18 年 3 月期      － 百万円 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期 3,358 △  12 △  245 6,444 
18 年 3 月期 △ 2,029 △ 557 2,057 3,330 

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
(連結) 

純資産配当率 
(連結) 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 3.00 5.00 8.00 254 26.2 2.3 
19 年 3 月期 3.00 7.00 10.00 321 27.5 2.5 
20 年 3 月期 

(予想) 
4.00 6.00 10.00  25.7  

（注） 19 年 3月期期末配当金の内訳  記念配当 2 円 00 銭 
 

３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日 ～ 平成 20 年 3 月 31 日） 

                           （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売 上 高       営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１株 当 た り
当 期 純 利 益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

中 間 期 48,000 4.2 1,110 1.5 1,200 2.5 610 10.3 18.98 
通   期 96,500 2.9 2,350 3.4 2,500 3.5 1,250 6.8 38.90 
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４．その他 
 
(1)期中における重要な子会社の異動  ： 有 
 ◎ 連 結（新規）  ２社 （ツバコー北関東㈱、ツバコーセールスエンジニアリング㈱） 
 ◎ 連 結（除外）  １社 （ツバコー西濃販売㈱） 
 ◎ 持分法（除外）  １社 （ツバコーエンジニアリング㈱） 
   (注) 詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧下さい。 
 
(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法の変更 
 ① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有 
 ② ①以外の変更    ： 有 
   (注) 詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 
 
(3)発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数(自己株式を含む)  

19 年 3 月期  32,489,845 株 18 年 3 月期  32,489,845 株 
 ② 期末自己株式数 

19 年 3 月期    331,135 株 18 年 3 月期    410,854 株 
(注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については 31 ページ「１株当たり

情報」をご覧下さい。 
 
(参考) 個別業績の概要 
 

１．19 年 3月期の個別業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日） 

(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高       営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年 3 月期 87,034 2.8 1,683 37.2 1,968 42.3 948 32.2

18 年 3 月期 84,690 10.7 1,227 82.3 1,383 80.9 717 138.4

 

 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

 円 銭 円 銭

19 年 3 月期           29.49  29.45 

18 年 3 月期            22.83  22.76 

 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 3 月期 62,237 11,716 18.8 363.96 
18 年 3 月期 55,309 11,781 21.3 366.88 

(参考) 自己資本  19 年 3月期    11,716 百万円       18 年 3 月期    －  百万円 

 

２．20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

                         （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売 上 高       営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
１株 当 た り
当 期 純 利 益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

中 間 期 44,000 1.9 830 2.3 1,050 0.7 600 9.0 18.65 
通   期 89,000 2.3 1,800 6.9 2,000 1.6 1,050 10.7 32.64 

 

 

業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項

は、3 ページの「１．経営成績」をご参照ください。 
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Ⅱ 定性的情報・財務諸表等 

 

１．経営成績 

Ⅰ 経営成績に関する分析 

(1) 当期の経営成績 

当連結会計年度の国内経済は、輸出の増加と民間設備投資の拡大により順調にスタートいたしましたが、

年度後半にかけて、米国の景気の先行き不透明感や世界連鎖の株安に伴う円高進行により、景況感が下ぶれ

となりました。しかしながら、機械受注、民間設備投資は底堅く、景気は順調に推移いたしました。 

このような中、当企業グループは、創業９０周年にあたる本年度の業績達成を目標に営業展開を計ってま

いりました。 

売上高は、引き続き好調な自動車業界と不安要素を含みながらもＩＴ業界の活況にささえられ、前年に比

べ 3.1％の増収となりました。 

営業費用は、創業９０周年の記念行事を企業グループ全体で挙行した結果、販売費及び一般管理費が8,670

百万円となり、前年度に比べ 0.4％の増加となりましたが、売上総利益の増加により、営業利益は前年に比

べ 29.2％の増益となりました。 

営業外損益は、主に受取配当金が増加した結果、差引金額では 142 百万円となり、経常利益は前年に比べ

30.7％の増益となりました。 

特別損益は、投資有価証券の売却益が増加したこともあり、差引金額では 131 百万円の増益となりました。 

当期純利益は、繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討し、税務上の損金算入時期の特定が困難なものに

対し、その一部を取崩すこととした結果、法人税等調整額が増加いたしましたが、当期純利益は 21.3％の

増益となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、次のようになり、前年度に引き続き増収・増益となり当企業グル

ープの創業９０周年を飾ることができました。 
 

連 結 売 上 高 937 億  49 百万円 （前期比   103．1 ％） 

連 結 営 業 利 益 22 億  73 百万円 （ 〃   129. 2 ％） 

連 結 経 常 利 益 24 億  15 百万円 （ 〃   130．7 ％） 

連結当期純利益 11 億  70 百万円 （ 〃   121．3 ％） 
 
これを事業部門別にみますと、 
 

動伝事業 

当事業は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心に、国内外の動力伝動部品の全般につい

て販売を行っており、その売上高は全体の約 50％を占めております。 

当連結会計年度は、ＩＴ関連産業に納期延長等の不測の事態がありましたが、自動車関連をはじめ全産業

分野とも好調に推移した結果、当事業全体の売上高は、467 億 53 百万円（前期比 100.9 ％）となりました。 
 

設備装置事業 

当事業は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによるツバコー

システム商品を中心に全産業界の自動化・省力化に取り組んでいる部門であり、その売上高は全体の約 42 ％

を占めております。 

当連結会計年度は、液晶・デジタル関連及び自動車関連業界を中心とした受注・売上が活発であり、当事

業全体の売上高は、397 億 53 百万円（前期比 106.9％）となりました。 
 

産業資材事業その他 

当事業は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商品等幅広い

商品を取扱っている部門であり、その売上高は全体の約 8 ％を占めております。 

当連結会計年度は、当事業部門の主力製品である不織布製品とカルマーポンプが、暖冬とユーロ高による

影響を大きくうけ、当事業全体の売上高は、72 億 42 百万円(前期比 97.5 ％)となりました。 
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(2) 次期の見通し 

企業の景況感は横ばいとはいえ、設備投資の増勢傾向は根強いものと思われます。次期連結会計年度は、

創業１００周年へむけての当企業グループ第７次中期計画のスタートの時期であり、更なる企業価値の向上

を目指していく所存であり、 

 

 

連 結 売 上 高   ９６５億００ 百万円 （前期比   102.9 ％） 

連 結 営 業 利 益 ２３億５０ 百万円 （ 〃 103.4 ％） 

連 結 経 常 利 益 ２５億００ 百万円 （ 〃   103.5 ％） 

連結当期純利益 １２億５０ 百万円 （ 〃   106.8 ％） 

を見込んでおります。 
 
 

Ⅱ 財政状態に関する分析 

(1) 資産、負債及び純資産の状況 

① 資産 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ 86 億 67 百万円増加いたしました。主な要因は、営業活動の伸長

や期末休日に伴う手形未交換の影響による、受取手形及び売掛金の増加 27 億 85 百万円、たな卸資産の増

加 18 億 19 百万円等によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ主に投資有価証券の時

価が下落したことにより合計で 17 億 38 百万円減少しております。 

 

② 負債 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ 88 億 20 百万円増加いたしました。主な要因は、営業活動の伸長

や期末休日に伴う手形未交換の影響による、支払手形及び買掛金の増加 53 億 90 百万円と前受金の増加

18 億 83 百万円等によるものと、社債償還期限が一年以内になったため、固定負債から流動負債へ振り替

えたもの 13 億 50 百万円の増加等によるものであります。また、固定負債は、主に社債を流動負債へ振り

替えた影響と、繰延税金負債が 7 億 81 百万円減少したことにより、20 億 7 百万円減少いたしました。 

 

③ 純資産 

 純資産合計は、当連結会計年度末で 133 億 26 百万円となりました。主な要因は、当期純利益を 11 億

70 百万円計上したことによる増加と、配当金の支払 2 億 57 百万円、投資有価証券の時価の下落に伴うそ

の他有価証券評価差額金が 8 億 41 百万円減少したことなどによるものであります。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、64 億 44 百万円となり、前

連結会計年度末より 31 億 13 百万円増加いたしました。 
 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における営業活動の結果、増加した資金は 33 億 58 百万円となりました。この主な原因

は、営業活動の伸長により、売上債権の増加額が 28 億 56 百万円、たな卸資産の増加額 18 億 25 百万円、

法人税等の支払額 11 億 70 百万円等による資金の減少があった一方、税金等調整前当期純利益 25 億 47

百万円、仕入債務の増加額 54 億 71 百万円、前受金の増加額 18 億 83 百万円等による資金の増加によるも

のであります。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は 12 百万円となりました。この主な原因は、

投資有価証券の売却による収入 1 億 45 百万円等による資金の増加と、固定資産の取得による支出 79 百万

円等による資金の減少によるものであります。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は 2 億 45 百万円となりました。この主な原因

は、配当金の支払額 2 億 57 百万円等による資金の減少によるものであります。 

- 4 -



 
椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

次期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上の拡大に対応し

不良債権の発生を極力抑制すると共に、債権回収の早期化の促進をはかること及び当企業グループ全体の資

金効率向上等により資金充実を目指してまいります。投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローは、

先行きの金利上昇に備えながら売上拡大に対応できる効率的な資金調達、運用を念頭に活動してまいります。 

次期連結会計年度末の資金は、当連結会計年度末が休日になった関係上、買掛金・支払手形の決済資金が

不要であった点を考慮し、前連結会計年度末程度を予定しております。 

 

 

なお、当企業集団のキャッシュ・フローの指標のトレンドは、下記のとおりであります。 

 
平成 16 年 3 月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期

自己資本比率 20.0 ％ 21.1 ％ 22.3 ％ 20.1 ％

時価ベースの 

自己資本比率 
19.6 ％ 28.7 ％ 29.7 ％ 22.7 ％

債務償還年数 2.5 年 1.7 年 －  年 1.0 年

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ 

･ﾚｼｵ 
22.0 24.9 －  54.7 

 
※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 
1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 
 

Ⅲ 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、連結配当性向 30％以上を目標に、期間損益に応じた適正な配当を安定的に実施する事を重視し

ており、内部留保は企業環境の変化に対応する今後の事業展開と、安定的な株主配当に役立ててまいります。

そして、中期的には自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上を安定的に確保することを目指して更なる企

業価値の増大を計り、同時に株主の皆様への利益還元も充実させて行く所存であります。 

上記を目安に、具体的な１株当たり配当金は、当期におきましては、中間期末基準日において３円（実施

済み）、期末日基準日において７円（うち、創業９０周年記念配当２円）の、年間 10 円を予定しておりま

す。また、次期の１株当たり配当金は、中間期末基準日において４円、期末日基準日において６円を予定し

ております。 
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２．企業集団の状況 

 

当社の企業グループは、当社、連結子会社 15 社、非連結子会社 2 社、関連会社１社で構成され
ております。主要仕入先である、㈱椿本チエインを含めた主な事業内容と各社の該当事業における
位置づけ並びに事業の種類別セグメントとの関連は次ページのとおりであります。 

なお、当企業グループ内の企業集団の前期よりの変更については、以下のとおりであります。 
 

 

（前期からの変更） 
 
1. 平成18年 7月 1日 ツバコー北関東㈱を、栃木県宇都宮市に新規設立し、連結子会社 

にしております。 
2. 平成18年 9月30日 連結子会社であったツバコー西濃販売㈱の株式を全株売却したため、 

10月1日より連結の範囲から除外しております。なお、同社は社名を 
西濃メカテック㈱に変更しております。 

3. 平成18年10月 1日 持分法適用会社であったツバコーエンジニアリング㈱は、事業範囲 
を拡大したため、ツバコーセールスエンジニアリング㈱と改称した 
上で、10月1日より連結子会社にしております。 
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【 事 業 の 系 統 図 】 
 

 

                    

                    

                     

 関連会社（1社） 

 椿本西日本㈱ 

国内連結子会社（11 社） 

 ﾂﾊﾞｺｰ北海道販売㈱ 

 ﾂﾊﾞｺｰ北関東㈱ 

 ﾂﾊﾞｺｰ西関東㈱ 

 ﾂﾊﾞｺｰ東関東㈱  

 ㈱ﾂﾊﾞｺｰ・ｹｰ･ｱｲ 

 ﾂﾊﾞｺｰ静岡販売㈱ 

 ﾂﾊﾞｺｰ東海販売㈱ 

 ㈱ﾂﾊﾞｺｰ･ｴｽ・ｹｰ 

 ﾂﾊﾞｺｰ関西㈱ 

 ﾂﾊﾞｺｰ広島販売㈱ 

 ﾂﾊﾞｺｰ九州㈱ 

国内連結子会社 
  （1 社） 

 ﾂﾊﾞｺｰｾｰﾙｽ 
  ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

海外連結子会社（3社） 
 TSUBACO  
  SINGAPORE PTE．LTD． 
 TSUBACO  
  KTE CO．，LTD． 
 TSUBACO  
  KOREA CO．，LTD． 
海外非連結子会社（2社） 
 TSUBACO  
  (HONG KONG)CO.,LTD. 
 上海椿本商貿有限公司 

当 
社 

当 

社 

当 

社 

各
種
製
造
会
社
及
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販
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会
社
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椿
本
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エ
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置 
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業 

産
業
資
材
事
業
そ
の
他 

※産業機械類及び輸送装置等の販売 

※産業資材等及び化成品の販売 
（各種合成樹脂成形材料及び成形品） 

※伝動機器等の販売 
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３．経営方針 

Ⅰ 会社の経営の基本方針 

当企業グループは、「長年にわたり、機械と技術の総合商社として培った技術力を生かし、最適商

品のマネジメントにより、産業界の顧客に新たな価値を提供する」ことを経営の基本方針とし、商

社としての幅広い商品供給力と、ハード・ソフトのシステム構築力を含む技術提案力をもって、顧

客ニーズに合わせた最適なシステム・商品を選択し、コーディネートし、調達し、供給することを

目指しております。 

 
 

Ⅱ 目標とする経営指標 

当企業グループは、中期的には自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上を安定的に確保するこ

とを目指して更なる企業価値の増大を計ることを目標とし、株主の皆様への利益還元を充実させて

行く所存であります。 

 

Ⅲ 中長期的な会社の経営戦略 

当企業グループは中期的な到達目標「TEST21」（売上高 1,000 億円、経常利益 20 億円）を目指し、

平成 16 年 4 月より中期 3 ヶ年の経営計画「TAKE21」の下で 

①社会・経済のグローバル化と技術革新により変化していく産業界の需要構造の変化に合わせ、

当企業グループの事業領域と需要層を変化させ拡充していくこと 

②商品力の強化により、当企業グループの事業基盤を拡充すること 

③事業活動の全ての面（営業、組織・人材、業務、資金・経費）での効率化とリスク管理の充実

により、当企業グループの経営効率を上げ、収益力を強化すること 

を重点方針として、 

・ＩＴ等の新技術、自動車、環境等成長産業分野、有力産業分野での営業拡大 

・中国及び東南アジア地域での営業拠点の整備と市場開拓 

・ 商品力強化の要となる椿本チエイングループ製品の拡販と顧客ニーズに合わせた取扱い商品

の拡充等に取り組んでまいりました。 

 

創業 90 周年に当たる当期（平成 19 年 3 月期）を最終年度とするこの中期 3 ヶ年は外部環境の追

風もあって、グループの総合力を生かした成長分野・有力分野での販売拡大と、営業面、組織・人

事面等の全般的な経営効率の向上策が効を奏し、中期経営目標をかなり大幅に上回る業績をあげる

ことができました。 
 
これを踏まえて当企業グループは本年度 19 年 4 月より、新たな中期 3 ヶ年の経営計画

「SUCCESS100」をスタートさせました。 

この中期計画は、10 年後に迎える創業 100 周年へ向けた新たな飛躍のステージ創りをそのコンセ

プトとしており、上記の前中期計画での戦略・方針の継続遂行を基本として具体策を見直し、進化

させて、売上高 1,000 億円、経常利益 30 億円を早期に達成し、将来へ向けての当企業グループの事

業基盤をゆるぎないものとして、株主・取引先・従業員等のステークホルダーから見た、当企業グ

ループの企業価値を一段と高めることを目指しております。 

 

Ⅳ 会社の対処すべき課題 

当企業グループは、10 年後に迎える創業 100 周年へ向けた新たなステージ創りを目指し、この平

成 19 年 4 月から中期 3 ヶ年の経営計画「SUCCESS100」をスタートさせました。 

営業戦略面では「たゆみなき販路の開拓」をグループを挙げて実践し、それを当企業グループの

営業拡大の基本として定着させることが最大の課題であり、これにより中期計画で掲げる、成長産

業分野、有力業界での顧客開拓、海外・国内でのマーケットエリアの拡充、椿本チエイングループ

製品の販売拡大等の諸施策の迅速かつ効果的な遂行を期すことといたします。 

収益面では、マーケティングの充実による営業効率の向上と、企業に要請されている事業活動シ

ステムの整備が課題であり、営業情報・経営情報の活用体制を更に整備し、当企業グループ全体の

事業活動の効率化を計ってまいります。 
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　　Ⅰ 連結貸借対照表

（単位：百万円未満切捨）

増    減

（△）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％
Ⅰ 流　動　資　産 44,799 76.3 53,467 81.4 8,667

現 金 及 び 預 金 3,330 6,444 3,113
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 34,654 37,439 2,785
た な 卸 資 産 5,657 7,476 1,819
繰 延 税 金 資 産 315 317 1
そ の 他 1,163 2,044 881
貸 倒 引 当 金 △ 321 △ 255 66

Ⅱ 固　定　資　産 13,922 23.7 12,183 18.6 △ 1,738
 有 形 固 定 資 産 423 0.7 434 0.7 11

建 物 183 198 15
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 73 56 △ 16
工 具 器 具 及 び 備 品 59 55 △ 4
土 地 107 123 16

 無 形 固 定 資 産 8 0.0 6 0.0 △ 1
 投資その他の資 産 13,490 23.0 11,742 17.9 △ 1,748

投 資 有 価 証 券 12,370 10,569 △ 1,800
長 期 貸 付 金 17 12 △ 5
破 産 ・ 更 正 債 権 等 7 8 1
繰 延 税 金 資 産 - 21 21
そ の 他 1,236 1,258 21
貸 倒 引 当 金 △ 139 △ 126 13

58,722 100.0 65,650 100.0 6,928

（平成19年３月31日）

当連結会計年度前連結会計年度

（平成18年３月31日）

　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

（資　 産　 の　 部）

４．連結財務諸表等 

資　　産　　合　　計
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（単位：百万円未満切捨）

増    減

（△）
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

Ⅰ 流　動　負　債 38,280 65.2 47,100 71.7 8,820
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 34,773 40,163 5,390
短 期 借 入 金 91 93 1
一年内返済の長期借入金 2 - △ 2
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 - 1,350 1,350
未 払 法 人 税 等 743 788 44
役 員 賞 与 引 当 金 77 103 25
前 受 金 2,214 4,098 1,883
そ の 他 377 503 125

Ⅱ 固　定　負　債 7,230 12.3 5,223 8.0 △ 2,007
社 債 1,350 - △ 1,350
長 期 借 入 金 2,003 2,000 △ 3
退 職 給 付 引 当 金 844 917 72
役 員 退 職 引 当 金 509 566 57
繰 延 税 金 負 債 2,331 1,549 △ 781
そ の 他 191 189 △ 2

45,511 77.5 52,324 79.7 6,812

129 0.2 - - -

Ⅰ 資 本 金 2,945 5.0 - - -
Ⅱ 資 本 剰 余 金 1,815 3.1 - - -
Ⅲ 利 益 剰 余 金 3,742 6.4 - - -
Ⅳ その他有価証券評価差額金 4,684 8.0 - - -
Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 2 △ 0.0 - - -
Ⅵ 自 己 株 式 △ 105 △ 0.2 - - -

13,080 22.3 - - -

58,722 100.0 - - -

Ⅰ 株　主　資　本 - - 9,325 14.2 -

1 資 本 金 - - 2,945 4.5 -
2 資 本 剰 余 金 - - 1,813 2.7 -
3 利 益 剰 余 金 - - 4,656 7.1 -
4 自 己 株 式 - - △ 90 △ 0.1 -

-
Ⅱ 評価・換算差額等 - - 3,853 5.9 -

1 その他有価証券評価差額金 - - 3,842 5.9 -
2 為 替 換 算 調 整 勘 定 - - 11 0.0 -

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 - - 148 0.2 -

- - 13,326 20.3 -

- - 65,650 100.0 -負　債　純　資　産　合　計

（純　資　産　の　部）

純　資　産　合　計

当連結会計年度

（平成19年３月31日）

（資　 本　 の　 部）

少　数　株　主　持　分

負　　債　　合　　計

資　　本　　合　　計

負債､少数株主持分及び資本合計

　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

前連結会計年度

（平成18年３月31日）

（負　 債　 の　 部）
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　　Ⅱ 連結損益計算書

（単位：百万円未満切捨）

増　減
（△）

金　額 百分比 金　額 百分比

％ ％
Ⅰ 90,953 100.0 93,749 100.0 2,796
Ⅱ 80,556 88.6 82,805 88.3 2,249

10,396 11.5 10,943 11.7 547

Ⅲ 8,636 9.5 8,670 9.3 34
1,760 2.0 2,273 2.4 513

Ⅳ 197 0.2 253 0.3 56
受 取 利 息 6 7
受 取 配 当 金 83 111
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 25 45
そ の 他 の 営 業 外 収 益 81 89

Ⅴ 109 0.1 111 0.1 2
支 払 利 息 32 61
売 上 割 引 26 29
手 形 等 売 却 損 15 5
シンジケートローン手数料 22 -
そ の 他 の 営 業 外 費 用 12 15

1,847 2.1 2,415 2.6 567

Ⅵ 13 0.0 138 0.1 125
固 定 資 産 売 却 益 4 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2 77
関 係 会 社 株 式 売 却 益 - 3
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 6 58

Ⅶ 48 0.0 6 0.0 △ 41
固定資産売却及び廃棄損 10 1
減 損 損 失 20 -
会 員 権 評 価 損 - 5
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 0
出 資 金 償 却 損 15 -

1,813 2.0 2,547 2.7 734
972 1.1 1,213 1.3 240

△ 143 △ 0.2 126 0.1 270
19 0.0 37 0.0 17

964 1.1 1,170 1.3 205

　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

当連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

売 上 原 価
売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

前連結会計年度

自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

売 上 高

特 別 損 失

税金等調整 前当 期純 利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益
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　　Ⅲ 連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

　　(1) 連結剰余金計算書

（単位：百万円未満切捨）

Ⅰ 1,659

Ⅱ
自 己 株 式 処 分 差 益 156

Ⅲ 1,815

Ⅰ 2,993

Ⅱ 968

964

3

Ⅲ 218

配 当 金 218

役 員 賞 与 -
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） ( - )

Ⅳ 3,742

前連結会計年度

自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

金　　　額
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高

　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

在外連結子会社の機能通貨変更に伴う利
益 剰 余 金 増 加 高
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　　(2) 連結株主資本等変動計算書  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日) （単位：百万円未満切捨）

平成18年３月31日残高 2,945 1,815 3,742 △ 105 8,399

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △ 257 － △ 257

当期純利益 － － 1,170 － 1,170

自己株式の取得 － － － △ 7 △ 7

自己株式の処分 － △ 2 － 22 19

株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

－ － － － －

－ △ 2 913 14 925

平成19年３月31日残高 2,945 1,813 4,656 △ 90 9,325

平成18年３月31日残高 4,684 △ 2 4,681 129 13,210

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △ 257

当期純利益 － － － － 1,170

自己株式の取得 － － － － △ 7

自己株式の処分 － － － － 19

株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

△ 841 14 △ 827 18 △ 809

△ 841 14 △ 827 18 116

平成19年３月31日残高 3,842 11 3,853 148 13,326

当連結会計年度中の変動額合計

株　主　資　本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当連結会計年度中の変動額合計

少数株主持分
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算差
額 等 合 計
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　　Ⅳ 連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円未満切捨）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,813 2,547 734
減価償却費 55 62 6
引当金の増加額（又は減少額△） 303 102 △ 200
受取利息及び受取配当金 △ 90 △ 119 △ 28
支払利息 32 61 29
持分法による投資利益 △ 25 △ 45 △ 19
有価証券売却益 △ 3 △ 1 2
投資有価証券売却益 △ 2 △ 77 △ 74
関係会社株式売却益 - △ 3 △ 3
固定資産売却益 △ 4 0 4
減損損失 20 - △ 20
固定資産売却及び廃棄損 10 1 △ 8
会員権評価損 - 5 5
ゴルフ会員権評価損 2 0 △ 2
出資金償却損 15 - △ 15
売上債権の減少額（又は増加額△） △ 9,213 △ 2,856 6,357
たな卸資産の減少額(又は増加額△） △ 707 △ 1,825 △ 1,117
仕入債務の増加額（又は減少額△） 5,489 5,471 △ 17
前受金の増加額（又は減少額△） 1,032 1,883 851
未払消費税の増加額（又は減少額△） △ 187 223 410
その他資産の減少額（又は増加額△） △ 93 △ 1,024 △ 930
その他負債の増加額（又は減少額△） 81 50 △ 30
その他 △ 1 2 4
          　小　　　計 △ 1,475 4,460 5,936

利息及び配当金の受取額 90 119 28
利息の支払額 △ 27 △ 61 △ 34
法人税等の支払額 △ 626 △ 1,170 △ 544
その他 9 11 2

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2,029 3,358 5,388

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 7 △ 14 △ 6
有価証券の売却による収入 11 15 4
短期貸付金の純減少額（又は純増加額△） △ 3 1 4
固定資産の取得による支出 △ 104 △ 79 24
固定資産の売却による収入 4 1 △ 3
投資有価証券の取得による支出 △ 533 △ 20 513
投資有価証券の売却による収入 4 145 140
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 - △ 35 △ 35
敷金純減少額（又は純増加額△） △ 4 12 16
関係会社出資金の支出 △ 50 - 50
長期貸付による支出 △ 118 △ 56 61
長期貸付金の回収による収入 137 62 △ 75
その他 105 △ 44 △ 150

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 557 △ 12 545

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額（又は純減少額△） △ 7 1 9
長期借入による収入 2,000 10 △ 1,990
長期借入金の返済による支出 △ 2 △ 8 △ 6
自己株式の取得による支出 △ 321 △ 6 315
自己株式の処分による収入 609 19 △ 590
少数株主に対する配当金支払額 △ 1 △ 4 △ 2
配当金の支払額 △ 218 △ 257 △ 38

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,057 △ 245 △ 2,303

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 9 12 3
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額△） △ 520 3,112 3,633
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 3,851 3,330 △ 520
Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 0 0
Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 3,330 6,444 3,113

　　　　　　　　　　　　　                 期　　別

　　科　　目

前連結会計年度

自　平成17年4月 1日
至　平成18年3月31日

当連結会計年度

自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

増   減
（△）
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Ⅴ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

①連結子会社…………………………………………  15 社 

当連結会計年度において設立されたツバコー北関東株式会社及び改称したツバコーセー

ルスエンジニアリング株式会社を連結の範囲に含めております。またツバコー西濃販売株

式会社は保有株式を全て売却したため連結の範囲から除いております。 

    

②非連結子会社………………………………………  ２社 

・ TSUBACO (HONG KONG) CO.,LTD. 

・ 上海椿本商貿有限公司 

  

    (連結の範囲から除いた理由) 

        当該２社の合計の総資産額、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

       

なお、持分法適用会社でありましたツバコーエンジニアリング株式会社は、平成 18 年 10 月 1

日より事業範囲を拡大し、重要性が増したため、同日より連結の範囲に含めて掲載しております。

また名称をツバコーセールスエンジニアリング株式会社に改称しております。 

   

２．持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した非連結子会社…………………  ２社 

・ TSUBACO (HONG KONG) CO.,LTD. 

・ 上海椿本商貿有限公司 

 

②持分法を適用した関連会社………………………  １社 

・ 椿本西日本株式会社 

③持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項 

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち TSUBACO SINGAPORE PTE．LTD.、TSUBACO KOREA CO.,LTD.、TSUBACO 
KTE CO.,LTD.の決算日は、平成 18 年 12 月 31 日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、平成 19 年 1月 1日から平成 19 年 3月 31

日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

その他の連結子会社の決算日はすべて３月 31 日であり、連結財務諸表提出会社の決算日と一 

致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 (ｲ)満期保有目的の債券……償却原価法(定額法) 

 (ﾛ)その他有価証券 

・ 時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額を全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。) 

・ 時価のないもの………移動平均法による原価法 
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② たな卸資産 

・ 商  品………………総平均法による原価法 

・ 半成工事………………個別法による原価法 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産………………主として定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日         

             以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採

用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         15 年～47 年 

機械装置及び運搬具  5 年～12 年 

工具器具及び備品   2 年～15 年 
 

② 無形固定資産………………定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法 

に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社利用

のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しております。 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し､回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため､当連結会計年度末における退職 

給付債務及び年金資産の見込額に基づき､当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基

準変更時差異（1,148 百万円）については、12 年による按分額を費

用処理しております。数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13 年）

による按分額をそれぞれ発生時の翌連結会計年度より費用処理し

ております。 

③ 役員退職引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく基準額を計 

上しております。 

④ 役員賞与引当金……………役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

(4)収益の計上基準 

    長期大型工事（工期１年超かつ請負金額３億円以上）について、工事進行基準を採用しており

ます。なお、当連結会計年度における工事進行基準による売上高は 937 百万円であります。 

 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整勘

定に含めております。 

 

(6)重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。 
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(7)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップにつ 

いては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用し

ております。また、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たし

ている場合は、振当処理を採用しております。 

② ヘッジ手段及びヘッジ対象…・為替予約取引（外貨建債権債務及び外貨建予定取引） 

・金利スワップ（長期借入金） 

③ ヘッジ方針……………………外貨建取引については為替リスクを、長期借入金については金 

利変動リスクをヘッジする方針であり、投機的な取引は行わない

方針であります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法…ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変 

動を直接結び付けて判定しております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

リスク管理は取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに

従い、財経部にて行っております。 

 

(8)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。 

 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 

 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんは、原則として５年間で均等償却しております。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、要求払預金

及び取得日から 3 ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

 

 

Ⅵ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 

平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 13,178 百万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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（営業費用の配分の変更） 

従来、海外取引にかかる営業費用は、セグメントに所属する部署分をそのまま当該セグメントに配

分しておりましたが、海外取引の多様化に伴いセグメントをまたがる営業費用が発生していることか

ら当連結会計年度より配分方法を見直し、より実態に応じた適正な費用配分をすることといたしまし

た。 

これにより、従来の配分方法に比べ、動伝事業に配分された営業費用が 58 百万円増額し、営業利益

が同額減少しております。また、設備装置事業では営業費用が 58 百万円減額され、営業利益が同額増

加しております。 
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Ⅶ 連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 
 

前連結会計年度 

(平成 18 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 １ 有形固定資産の減価償却累計額 

   345 百万円    351 百万円 

２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの ２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの 

 固定資産 投資有価証券(株式) 426 百万円  固定資産 投資有価証券(株式) 510 百万円 

 固定資産 その他（出資金） 50 百万円  固定資産 その他（出資金） 58 百万円 

３ 保証債務 ３ 保証債務 

 保証先  
保証額

(百万円) 

 
内容   保証先 

保証額 

(百万円) 

 
内容 

 従業員（住宅資金） ３  借入金保証  従業員(住宅資金) ０  借入金保証

          

４ 担保資産 ４ 担保資産 

投資有価証券 460 百万円 投資有価証券 405 百万円 

  担保に係る債務金額 747 百万円 

５ 受取手形割引高 219 百万円 ５ 受取手形割引高 135 百万円 

６ 自己株式の保有数 ６ 自己株式の保有数 

   連結会社及び関連会社が保有する連結財務諸表提 

出会社の株式の数 

連結会社及び関連会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数 

 普通株式 410,854 株 普通株式 331,135 株 

   当社の発行済株式総数 当社の発行済株式総数 

 普通株式 32,489,845 株 普通株式 32,489,845 株 

７ 固定負債のその他に含まれる連結

調整勘定 

4 百万円 ７         ―――――  

８         ――――― ８ 固定負債のその他に含まれる負の

のれん 

２百万円 

９  

――――― 

９ 当連結会計年度末日満期手形の処理方法 

当連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形

交換日に決済処理をしております。当連結会計年

度末日は金融機関の休日のため、下記の満期手形

が当連結会計年度末日残高に含まれております。 

受取手形 869 百万円

支払手形 2,242 百万円 
  

（連結損益計算書関係） 
 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次 

のとおりであります。 

１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次 

のとおりであります。 

 給与及び手当 3,118 百万円  給与及び手当 3,201 百万円 

 賞    与 647 百万円  賞    与 650 百万円 

 旅費交通費 618 百万円  旅費交通費 651 百万円 

 退職給付費用 330 百万円  退職給付費用 283 百万円 

 地 代 家 賃       774 百万円  地 代 家 賃       794 百万円 

 貸倒引当金繰入額 133 百万円  役員退職引当金繰入額 76 百万円 

 役員退職引当金繰入額 79 百万円  役員賞与引当金繰入額 103 百万円 

 役員賞与引当金繰入額 77 百万円  減価償却費 62 百万円 

 減価償却費 55 百万円    

２ 固定資産売却益の内容 ２ 固定資産売却益の内容 

 機械装置及び運搬具 4 百万円  機械装置及び運搬具 ０百万円 

３ 固定資産売却及び廃棄損の内容 ３ 固定資産売却及び廃棄損の内容 

 工具器具及び備品 9 百万円  工具器具及び備品 ０百万円 

 その他 1 百万円  その他 1 百万円 

  10 百万円   １百万円 
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前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 減損損失の内容 ４  

当連結会計年度において、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。 
――――― 

 用途 勘定科目 種類 金額        

 遊休 
工具器具 
及び備品 

絵画 20 百万円   
   

 

  （経緯） 
上記の絵画資産は、現在は遊休資産となっており

ます。当該資産は、時価の著しい下落がみられた

ため、減損損失を認識いたしました。 
  （グルーピングの方法） 

事業部門単位を基本としてグルーピングをして

おります。なお、遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングをしております。 
  （回収可能価額の算定方法等） 

当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により

測定しており、専門家等の第三者による評価額等

を基礎として評価しております。 

 

  
 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489
 
 
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

普通株式 (千株) 410 16 96 331
 

（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                    15,097株 

 持分法適用会社が取得した親会社株式（当社株式）の当社帰属分の増加    1,183株 

減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの権利行使による減少               96,000株 

 
 
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 160 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日 
取締役会 

普通株式 96 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    平成 19 年６月 28 日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

普通株式 利益剰余金 225 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 3,330 百万円  現金及び預金勘定 6,444 百万円 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 
（単位：百万円未満切捨） 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

 

事 業 別 

 

項   目 動伝事業 
設備装置
事  業

産業資材
事  業
そ の 他

計 
消去又は 
全  社 連  結

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売 上 高  

(１)外部顧客に対する 
  売上高 

46,340 37,185 7,427 90,953 ― 90,953

(２)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

536 1,948 251 2,735 （2,735） ―

計 46,876 39,133 7,679 93,688 （2,735） 90,953

営 業 費 用 45,142 38,612 7,466 91,222 （2,029） 89,193

営 業 利 益 1,733 521 212 2,466 （706） 1,760

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出 

 

資 産 20,914 17,950 3,131 41,997 16,724 58,722

減 価 償 却 費 7 16 13 37 18 55

減 損 損 失 ― ― ― ― 20 20

資 本 的 支 出 7 13 45 66 22 89

 
（単位：百万円未満切捨） 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

 

事 業 別 

 

項   目 動伝事業 
設備装置
事  業

産業資材
事  業
そ の 他

計 
消去又は 
全  社 連  結

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売 上 高  

(１)外部顧客に対する 
  売上高 

46,753 39,753 7,242 93,749 ― 93,749

(２)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

639 2,388 248 3,276 （3,276） ―

計 47,392 42,142 7,490 97,026 （3,276） 93,749

営 業 費 用 45,658 41,093 7,269 94,021 （2,545） 91,476

営 業 利 益 1,734 1,048 221 3,004 （730） 2,273

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出 

 

資 産 20,278 17,418 2,749 40,445 25,205 65,650

減 価 償 却 費 7 18 21 47 15 62

資 本 的 支 出 18 16 2 37 40 78
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（注）①事業区分は、内部管理組織によっております。 

 

    【各事業に属する主要商品】 

事 業 別 主 要 商 品 名 

動 伝 事 業 

ローラチェーン及び鎖車、タイミングチェーン及び歯付きベルト、 

各種搬送用チェーン、各種カップリング、各種電動機、制御機器、 

各種変減速機、電子機器、その他動力伝動機器 

設備装置事業 

化学機械装置、水処理装置、食品機械、その他環境装置、各種NC工作機械、 

鍛圧機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各種自動化装置、サイロ設備、 

立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むFAシステム、建築請負工事、 

標準鉄構建築の設計施工、建設機械 

産業資材事業 
そ の 他 

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材 

 

②営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の 

管理部門に係わる費用であります。 
前 連 結 会 計 年 度 761 百万円

当 連 結 会 計 年 度 771 百万円

 
③資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは親会社での余資運用資金

（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等及び管理部門に係る資産等であ

ります。 
 

前 連 結 会 計 年 度 18,001 百万円

当 連 結 会 計 年 度 25,919 百万円

 
④減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用にかかわる償却額が含まれており 

ます。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度及び前連結会計年度 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」 

の割合がいずれも 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略してお 

ります。 

 

３．海 外 売 上 高 

当連結会計年度及び前連結会計年度 

海外売上高は、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（リース取引関係） 

 

前連結会計年度 
 (自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

  及び期末残高相当額 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

  及び期末残高相当額 

 
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 

421 50 472

減価償却 
累計額相当額 

129 26 156

期末残高 
相当額 

292 24 316

 

 
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 

433 52 486

減価償却 
累計額相当額

190 15 205

期末残高 
相当額 

243 37 280

 
  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 91百万円

１年超 225百万円

合計 317百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 98百万円

１年超 188百万円

合計 287百万円
 

  

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 95百万円

減価償却費相当額 89百万円

支払利息相当額 8百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 101百万円

支払利息相当額 8百万円
 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした 

  定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 

  差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 

  ては、利息法によっております。 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

（減損損失について） 

 同左 

 

  

 

 

 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年内 28百万円

１年超 18百万円

合計 47百万円
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（関連当事者との取引） 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属 性 
会社等 
の名称 

住 所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取 引 の
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目 

期 末
残 高

(百万円)

主要株主
(会社等) 

㈱椿本 
ﾁｴｲﾝ 

大阪市 
北区 

17,076 
機械器具等の
製造・販売

(被所有) 
直接 10.1 

― 
各種機材
等の仕入

製品の仕入 18,474 
支払手形 
及び 
買掛金 

6,893

 

２ 兄弟会社等 

関係内容 

属 性 
会社等 
の名称 

住 所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取 引 の
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目 

期 末
残 高

(百万円)

主要株主
の子会社 

㈱ﾂﾊﾞｷ 
ｴﾏｿﾝ 

京都府 
長岡京市 

460 
機械器具等の
製造・販売

― ― 
各種機材
等の仕入

製品の仕入 4,900 
支払手形
及び 
買掛金 

1,819

主要株主
の子会社 

㈱椿本 
ﾊﾞﾙｸｼｽ
ﾃﾑ 

大阪府 
豊中市 

150 
機械器具等の
製造・販売

― ― 
各種機材
等の仕入

製品の仕入 1,547 
支払手形 
及び 
買掛金 

624

(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定して

おります。 

２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属 性 
会社等 
の名称 

住 所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取 引 の
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目 

期 末
残 高

(百万円)

主要株主
(会社等) 

㈱椿本 
ﾁｴｲﾝ 

大阪市 
北区 

17,076 
機械器具等の
製造・販売

(被所有) 
直接10.2 

― 
各種機材
等の仕入

製品の仕入 19,040 
支払手形 
及び 

買掛金 
9,676

 

２ 兄弟会社等 

関係内容 

属 性 
会社等 
の名称 

住 所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取 引 の
内 容 

取 引 
金 額 

(百万円) 
科 目 

期 末
残 高
(百万円)

主要株主
の子会社 

㈱ﾂﾊﾞｷ 
ｴﾏｿﾝ 

京都府 
長岡京市 

460 
機械器具等の
製造・販売

― ― 
各種機材
等の仕入

製品の仕入 5,105 
支払手形 
及び 
買掛金 

2,249

主要株主
の子会社 

㈱椿本 
ﾊﾞﾙｸｼｽ
ﾃﾑ 

大阪府 
豊中市 

150 
機械器具等の
製造・販売

― ― 
各種機材
等の仕入

製品の仕入 1,835 
支払手形 
及び 
買掛金 

1,192

(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定して

おります。 

２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

 (流動)  

 貸倒引当金繰入限度超過額 71百万円

 その他 244 〃 

 繰延税金資産計(流動) 315 〃 

 (固定)  

 役員退職引当金繰入限度超過額 211 〃 

 退職給付引当金繰入限度超過額 343 〃 

 保有株式等評価損 346 〃 

 繰越欠損金 － 〃 

 その他 34 〃 

 小計 935 〃 

 評価性引当額 △9 〃 

 繰延税金資産計(固定) 926 〃 

 繰延税金負債(固定)と相殺 △926 〃 

 繰延税金資産(固定)の純額 － 〃 

  

(繰延税金負債)  

 (固定)  

 その他有価証券評価差額 △3,257 〃 

 繰延税金負債計(固定) △3,257 〃 

 繰延税金資産(固定)と相殺 926 〃 

 繰延税金負債(固定)の純額 △2,331 〃 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産)  

 (流動)  

 貸倒引当金繰入限度超過額 50百万円

 その他 267 〃 

 繰延税金資産計(流動) 317 〃 

 (固定)  

 役員退職引当金繰入限度超過額 234 〃 

 退職給付引当金繰入限度超過額 376 〃 

 保有株式等評価損 341 〃 

 繰越欠損金 6 〃 

 その他 50 〃 

 小計 1,009 〃 

 評価性引当額 △210 〃 

 繰延税金資産計(固定) 798 〃 

 繰延税金負債(固定)と相殺 △777 〃 

 繰延税金資産(固定)の純額 21 〃 

  

(繰延税金負債)  

 (固定)  

 その他有価証券評価差額 △2,326 〃 

 繰延税金負債計(固定) △2,326 〃 

 繰延税金資産(固定)と相殺 777 〃 

 繰延税金負債(固定)の純額 △1,549 〃 
 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6〃

連結子会社の評価性引当額の増減 △1.1〃

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.7〃

住民税均等割等 1.4〃

役員賞与 1.8〃

その他 △1.3〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7〃
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.8〃

評価性引当額の増減 8.3〃

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.5〃

住民税均等割等 1.0〃

役員賞与 1.7〃

その他 △2.7〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.6〃
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椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円未満切捨) 

前連結会計年度 
（平成 18 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

区    分 
取得原価 

連結貸借対
照表計上額

差  額 取得原価
連結貸借対
照表計上額 

差  額

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの) 

      

(1)株  式 3,467 11,375 7,908 3,477 9,659 6,182 
(2)債  券 － － － － － － 
(3)そ の 他 31 73 41 31 70 38 

小   計 3,498 11,448 7,949 3,509 9,730 6,220 

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの)

      

(1)株  式 397 391 △5 333 278 △55 
(2)債  券 － － － － － － 
(3)そ の 他 － － － － － － 

小   計 397 391 △5 333 278 △55 

合   計 3,895 11,840 7,944 3,842 10,008 6,165 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
 (単位：百万円未満切捨) 

前連結会計年度 
（自 平成 17 年４月 1 日 
至 平成 18 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 1 日 
至 平成 19 年３月 31 日） 

売 却 額 売却益の合計 売却損の合計 売 却 額 売却益の合計 売却損の合計

16 6 ― 161 78 － 

 

３．時価評価されていない主な有価証券 
(単位:百万円未満切捨) 

 前連結会計年度 
（平成 18 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

区 分 
連結貸借対照表 

計 上 額 
連結貸借対照表 
計 上 額 

(1)満期保有目的の債券 － － 
①そ の 他 － － 

小  計 － － 

(2)その他有価証券   
①非上場株式 3 8 
②そ の 他 100 100 

小  計 103 108 

合  計 103 108 

 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度（自 平成 17 年４月１日 至 平成 18 年３月 31 日） 

 

該当事項はありません。 
 
当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

 

該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成 17 年４月 1 日 
至 平成 18 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 1 日 
至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 取引の内容 

   利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では

為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引であ

ります。 

１ 取引の内容 

同左 

  
２ 取引に対する取組方針 

   デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動に

よるリスク回避を目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

２ 取引に対する取組方針 

同左 

  
３ 取引の利用目的 

   デリバティブ取引は、為替予約取引は輸出入取引

に係わる為替変動リスクに備えるものであり、また

金利スワップ取引は借入金利の将来の金利市場にお

ける利率上昇による変動リスクを回避するものであ

ります。 

   なお、為替予約取引および金利スワップ取引を行

っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用してお

りますので注記の対象から除いております。 

   ①ヘッジ手段及びヘッジ対象 

・為替予約取引(外貨建債権債務及び外貨建予

定取引) 

・金利スワップ（長期借入金） 

   ②ヘッジ方針 

・外貨建取引については為替リスクを、長期借

入金については金利変動リスクをヘッジす

る方針であり、投機的な取引は行わない方針

であります。 

   ③ヘッジの有効性評価の方法 

・ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動を直接結び付けて判定し

ております。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省

略しております。 

３ 取引の利用目的 

同左 

  
４ 取引に係るリスクの内容 

   為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。なお、これらの取引の契約先は信

用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識してお

ります。 

４ 取引に係るリスクの内容 

同左 

  
５ 取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引に係るリスク管理体制について

は、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルール

に従い、財経部において集中して管理しております。

また、多額の借入金は、取締役会の専決事項であり

ますので、それに伴う金利スワップ契約の締結は、

同時に取締役会で決定されることとなります。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

同左 
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椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

２ 取引の時価等に関する事項 

１ 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 
 

２ 当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 
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椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

（退職給付関係） 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務の額 △3,373百万円

② 年金資産の額 1,926 〃 

③ 未積立退職給付債務①＋② △1,446 〃 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 560 〃 

⑤ 未認識数理計算上の差異 41 〃 

⑥ 退職給付引当金③＋④＋⑤ △844 〃 
 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務の額 △3,323百万円

② 年金資産の額 1,841 〃 

③ 未積立退職給付債務①＋② △1,482 〃 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 467 〃 

⑤ 未認識数理計算上の差異 97 〃 

⑥ 退職給付引当金③＋④＋⑤ △917 〃 
 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用の額 146 〃 

② 利息費用の額 86 〃 

③ 期待運用収益 △41 〃 

④ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

93 〃 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 45 〃 

⑥ 退職給付費用①＋②＋③＋④＋⑤ 330 〃 
 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用の額 136 〃 

② 利息費用の額 79 〃 

③ 期待運用収益 △44 〃 

④ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

93 〃 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額   18 〃 

⑥ 退職給付費用①＋②＋③＋④＋⑤ 283 〃 
 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 割引率 2.5 ％

② 期待運用収益率 2.5 〃

③ 退職給付見込額の期間配分方法 

  期間定額基準 

④ その他の退職給付債務等の計算

の基礎に関する事項 

  会計基準変更時差異の処理年数 12 年

  数理計算上の差異の処理年数 13 〃

  過去勤務債務の額の処理年数 ― 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 割引率 2.5 ％

② 期待運用収益率 2.5 〃

③ 退職給付見込額の期間配分方法 

  期間定額基準 

④ その他の退職給付債務等の計算

の基礎に関する事項 

  会計基準変更時差異の処理年数 12 年

  数理計算上の差異の処理年数 13 〃

  過去勤務債務の額の処理年数 ― 
 

  

（注)  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、３①勤務費用の額に計上しております。

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、３①勤務費用の額に計上しております。

  

 

（ストック・オプション等関係） 

 

   ストック・オプション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きく

ないと考えられるため開示を省略しております。 

 

 

- 30 -



 

 

椿本興業㈱（8052） 平成19年3月期決算短信 

(１株当たり情報) 
 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 407円62銭
 

１株当たり純資産額 409円81銭
 

１株当たり当期純利益 30円58銭
 

１株当たり当期純利益 36円42銭
 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 30円49銭
 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 36円37銭
 

 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益(百万円) 964 1,170 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 5 － 

(うち利益処分による役員賞与金) 
(百万円) 

(5) (－) 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 959 1,170 

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,385 32,135 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の

主要な内訳（千株） 

平成12年６月29日定時株主総会決議

ストックオプション 

  

(自己株式取得方式) － － 

平成13年６月28日定時株主総会決議 

ストックオプション 
  

(自己株式取得方式) 33 － 

平成14年６月27日定時株主総会決議

ストックオプション 
  

 新株予約権 61 42 

 普通株式増加数（千株） 94 42 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 

――――― 

 

――――― 

 
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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椿本興業㈱（8052）　平成19年3月期決算短信

　　Ⅰ 貸借対照表

（単位：百万円未満切捨）

増　減

（△）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％

Ⅰ 流　動　資　産 42,068 76.1 50,871 81.7 8,802

現 金 及 び 預 金 2,369 5,285 2,915

受 取 手 形 7,078 6,287 △ 790

売 掛 金 26,312 30,661 4,349

未 収 販 売 手 数 料 51 - △ 51

商 品 1,586 1,517 △ 68

半 成 工 事 3,512 5,088 1,575

前 渡 金 853 1,840 987

前 払 費 用 64 65 0

繰 延 税 金 資 産 269 270 1

そ の 他 168 8 △ 159

貸 倒 引 当 金 △ 198 △ 155 43

Ⅱ 固　定　資　産 13,240 23.9 11,365 18.3 △ 1,874

（1）有 形 固 定 資 産 382 0.7 393 0.6 11

建 物 173 186 13

機 械 44 33 △ 10

車 輌 運 搬 具 7 4 △ 2

工 具 器 具 及 び 備 品 51 46 △ 5

土 地 106 122 16

（2）無 形 固 定 資 産 8 0.0 6 0.0 △ 1

ソ フ ト ウ ェ ア 2 0 △ 1

そ の 他 6 5 △ 0

（3）投資その他の資産 12,849 23.2 10,965 17.6 △ 1,884

投 資 有 価 証 券 11,252 9,615 △ 1,637

関 係 会 社 株 式 364 369 5

関 係 会 社 出 資 金 50 50 -

従 業 員 長 期 貸 付 金 15 12 △ 3

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 315 70 △ 244

破 産 ・ 更 正 債 権 等 5 1 △ 3

長 期 前 払 費 用 15 7 △ 7

敷 金 386 376 △ 10

会 員 権 274 285 10

そ の 他 293 273 △ 19

貸 倒 引 当 金 △ 123 △ 96 26

55,309 100.0 62,237 100.0 6,928

（平成18年３月31日）

（資　 産　 の　 部）

資　　産　　合　　計

（平成19年３月31日）

　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

当事業年度前事業年度

５．個別財務諸表等
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椿本興業㈱（8052）　平成19年3月期決算短信

（単位：百万円未満切捨）

増　減

（△）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％
Ⅰ 流　動　負　債 36,520 66.0 45,436 73.0 8,916

支 払 手 形 9,718 12,829 3,111
買 掛 金 23,319 25,267 1,948
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 - 1,350 1,350
未 払 金 250 212 △ 38
未 払 費 用 5 5 0
未 払 法 人 税 等 584 634 49
前 受 金 2,023 3,704 1,680
預 り 金 544 1,289 745
役 員 賞 与 引 当 金 60 80 20
そ の 他 14 63 49

Ⅱ 固　定　負　債 7,007 12.7 5,083 8.2 △ 1,923
社 債 1,350 - △ 1,350
長 期 借 入 金 2,000 2,000 -
退 職 給 付 引 当 金 789 854 64
役 員 退 職 引 当 金 432 500 67
長 期 預 り 金 170 174 4
繰 延 税 金 負 債 2,264 1,554 △ 710

43,527 78.7 50,520 81.2 6,992

Ⅰ 資　　　本　　　金 2,945 5.3 - - -
Ⅱ 資　本　剰　余　金 1,821 3.3 - - -

（1）資 本 準 備 金 750 - -
（2）その他資本剰余金 1,071 - -

資本金及び資本準備金減少差益 878 - -
自 己 株 式 処 分 差 益 193 - -

Ⅲ 利　益　剰　余　金 2,643 4.8 - - -
（1）任 意 積 立 金 1,950 - -

別 途 積 立 金 1,950 - -
（2）当期未処分利益 693 - -

Ⅳ その他有価証券評価差額金 4,468 8.1 - - -
Ⅴ 自　 己　 株　 式 △ 98 △ 0.2 - - -

11,781 21.3 - - -
55,309 100.0 - - -

Ⅰ 株　主　資　本 - - 8,016 12.8 -
１ 資　　　本　　　金 - - 2,945 4.7 -
２ 資　本　剰　余　金 - - 1,819 2.9 -
 （1）資　 本　準　 備　 金 - 750 -
 （2）その他 資 本 剰 余 金 - 1,069 -

資本金及び資本準備金減少差益 - 878 -
自 己 株 式 処 分 差 益 - 190 -

３ 利　益　剰　余　金 - - 3,334 5.2 -
 （1）その他 利 益 剰 余 金

　別　 途 　積 　立 　金 - 2,350 -
　繰 越  利 益  剰 余 金 - 984 -

４ 自　 己　 株　 式 - - △ 83 △ 0.0 -
Ⅱ 評価・換算差額等 - - 3,700 6.0 -

１ その他有価証券評価差額金 - - 3,700 6.0 -
- - 11,716 18.8 -
- - 62,237 100.0 -

（純　資　産　の　部）

純　資　産　合　計
負　債　純　資　産　合　計

資　　本　　合　　計

（負　 債　 の　 部）

（資　 本　 の　 部）

負　債　資　本　合　計

負　　債　　合　　計

　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

当事業年度前事業年度

（平成19年３月31日）（平成18年３月31日）
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　　Ⅱ 損益計算書  

 （単位：百万円未満切捨）

増　減
（△）

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額

％ ％

Ⅰ 84,690 100.0 87,034 100.0 2,344

Ⅱ 76,519 90.4 78,597 90.3 2,077

（1）商品期首たな卸高 4,488  5,099  

（2）当期商品仕入高 77,130 80,104

81,619 85,204

（3）商品期末たな卸高 5,099 6,606

8,170 9.6 8,437 9.7 267

Ⅲ 6,942 8.2 6,753 7.8 △ 189

1,227 1.4 1,683 1.9 456

Ⅳ 252 0.3 378 0.4 126

受 取 利 息 3 5

受 取 配 当 金 144 265

雑 収 入 103 107

Ⅴ 96 0.1 93 0.1 △ 2

支 払 利 息 17 44

売 上 割 引 21 25

手 形 等 売 却 損 15 4

シンジケートローン手数料 22 -

雑 損 失 19 18

1,383 1.6 1,968 2.3 585

Ⅵ 9 0.0 66 0.1 57

固 定 資 産 売 却 益 0 0

関 係 会 社 株 式 売 却 益 - 10

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 6 47

Ⅶ 44 0.0 5 0.0 △ 38

固定資産売却及び廃棄損 9 0

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 - 0

会 員 権 評 価 損 - 5

出 資 金 償 却 損 15 -

減 損 損 失 20 -

1,348 1.6 2,029 2.2 681

740 928 188

△ 109 153 262

717 0.8 948 1.1 231

69 - -

93 - -

693 - -

特 別 損 失

当事業年度

至　平成19年3月31日
自　平成18年4月 1日

特 別 利 益

売 上 高

売 上 原 価

　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

当 期 純 利 益

前事業年度

自　平成17年4月 1日
至　平成18年3月31日

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

合　　計

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
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　　Ⅲ 利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

(1) 利益処分計算書

（単位：百万円未満切捨）

Ⅰ 693

Ⅱ

配 当 金 160

[1株につき普通配当 5円]

別 途 積 立 金 400 560

Ⅲ 132

（注）平成17年12月8日に93百万円（１株につき普通配当３円）の中間配当を実施いたしました。

　　　

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

金　額

前事業年度
（平成18年６月29日）

利 益 処 分 額

株主総会承認年月日

　区　　　分
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　　(2) 株主資本等変動計算書  

当事業年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日) （単位：百万円未満切捨）

平成18年３月31日残高 2,945 878 193 1,821 693 2,643 △ 98 7,312

当事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △ 257 △ 257 － △ 257

別途積立金の積立 － － － － △ 400 － － －

当期純利益 － － － － 948 948 － 948

自己株式の取得 － － － － － － △ 6 △ 6

自己株式の処分 － － △ 2 △ 2 － － 22 19

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － －

－ ― △ 2 △ 2 291 691 15 704

平成19年３月31日残高 2,945 878 190 1,819 984 3,334 △ 83 8,016

平成18年３月31日残高

当事業年度中の変動額

剰余金の配当

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額(純額)

平成19年３月31日残高

－

400

－

－－

株　主　資　本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合 計

その他資本剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金

利 益
剰 余 金
合 計

資本金
及び

資本準備金
減少差益

自己株式
処分差益

1,950

－

400

11,716

750

－

750

－

－

－

－

△ 6

19

△ 768

△ 64

11,781

△ 257

948

－

△ 768

3,700

－

－－

3,700

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証
券評価差額金

4,468

－

－

－

－

△ 768

－

－

△ 768

△ 768

4,468

－

－

当事業年度中の変動額合計

資 本 金 自己株式

当事業年度中の変動額合計

評価・換算差
額 等 合 計

純 資 産
合　計

2,350

資 本
準 備 金 別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

－
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Ⅳ 重要な会計方針 

１.有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）満期保有目的の債券…………………………償却原価法(定額法) 

（2）その他有価証券 

ｲ)時価のあるもの…………………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定) 

ﾛ)時価のないもの…………………………移動平均法による原価法 

（3）子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法 
 

２.たな卸資産の評価基準及び評価方法  

（1）商  品………………………………………総平均法による原価法 

（2）半成工事………………………………………個別法による原価法 
 

３.固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産…………………………………定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用

しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物……………………………15 年～47 年 

機械装置及び運搬具………… ５年～12 年 

工具器具及び備品…………… ２年～15 年 

 

（2）無形固定資産…………………………………定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の 

基準によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては､社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

 

（3）長期前払費用…………………………………均等償却によっております。 

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の 

基準によっております。 
 

４.引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金…………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し､回収不能見込額を計上しております。 
 

（2）退職給付引当金……………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、会

計基準変更時差異（1,121 百万円）については、12 年による按分

額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13 年）による按分額をそれぞれ発生時の翌事業年度より費用処

理しております。 
 

（3）役員退職引当金……………………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく基準額を計

上しております。 
 

（4）役員賞与引当金……………………………役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
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５.収益の計上基準 

長期大型工事(工期 1年超かつ請負金額３億円以上)について、工事進行基準を採用しております。 

なお、当事業年度における工事進行基準による売上高は 937 百万円であります。 
 

６.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準  

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 

おります。 
 

７.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

８.ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法…………………………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して

おります。また、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たして

いる場合は、振当処理を採用しております。 

（2）ヘッジ手段及びヘッジ対象………………・為替予約取引（外貨建債権債務及び外貨建予定取引） 

・金利スワップ（長期借入金） 

（3）ヘッジ方針…………………………………外貨建取引については為替リスクを、長期借入金については金利

変動リスクをヘッジし、投機的な取引は行わない方針であります。 

（4）ヘッジの有効性評価の方法………………ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー 

変動を直接結び付けて判定しております。ただし、特例処理によ

っている金利スワップについては、有効性の評価を省略しており

ます。 

（5）その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

………………リスク管理は取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、財経部にて行っております。 
 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理…………………税抜方式によっております。 

 

Ⅴ 重要な会計方針の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17

年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 11,716 百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

 

Ⅵ 表示方法の変更 

（貸借対照表） 

前事業年度まで、「未収販売手数料」として表示しておりました、仕入先から受け取る販売手数料につき

ましては、取引内容を見直した結果、実質的には仕入割戻である事から当事業年度より「買掛金」から減額

して表示しております。なお、当事業年度における「買掛金」から減額した従来の「未収販売手数料」に相

当する金額は、33 百万円であります。 
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Ⅶ 個別財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

(平成 18 年３月 31 日) 

当事業年度 

(平成 19 年３月 31 日) 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

269 百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

280 百万円 
  
２．関係会社に対する資産及び負債 ２．関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも
のは、次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも
のは、次のとおりであります。 

受取手形  29 百万円 受取手形  －百万円 

売 掛 金      5,005 百万円 売 掛 金     6,471 百万円 

支払手形及び買掛金 69 百万円 支払手形及び買掛金 140 百万円 
 預 り 金 1,195 百万円 
  
３．担保資産 ３．担保資産 

投資有価証券 460 百万円 投資有価証券 405 百万円 
 担保に係る債務金額 747 百万円 

   
４．保証債務 ４．保証債務 

借入金保証    借入金保証    

保証先 
 保証額 

（百万円）

 
保証先 

 保証額 

（百万円）

 

TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD.  51  TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD.  53  

従業員（住宅資金）  3  従業員（住宅資金）  0  

計  54  計  53  

    契約履行保証    

 
 

 
 

保証先 
 保証額 

（百万円）

 

   TSUBACO KTE CO.,LTD.  5  

        

 
 

 
  保証額 

（百万円）

 

   
合 計 

 58  

  
５．授権株式数   ５．授権株式数  
 普通株式 80,000,000 株  普通株式 80,000,000 株 

発行済株式総数   発行済株式総数  
 普通株式 32,489,845 株  普通株式 32,489,845 株 

自己株式   自己株式  
 普通株式 378,815 株  普通株式 297,912 株 
  
６．配当制限 

商法施行規則第 124 条第 3 号の規定により、配当に
充当することが制限されている金額は 4,468 百万円
であります。 

６． 

――――― 

  
７． 

――――― 
７．期末日満期手形の処理方法 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日に決済処
理をしております。当事業年度末日は金融機関の休
日のため、下記の期末日満期手形が当事業年度末日
残高に含まれております。 

受取手形 608 百万円

支払手形 1,978 百万円 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 

（自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年4月１日 

至 平成19年3月31日） 

１．販売費及び一般管理費の主なもの １．販売費及び一般管理費の主なもの 
 給与及び手当 2,530 百万円   給与及び手当 2,473 百万円  

 賞    与 475 百万円   賞    与 436 百万円  

 退職給付費用 300 百万円   退職給付費用 251 百万円  

 福利厚 生費       479 百万円   福利厚 生費       483 百万円  

 旅費交 通費        515 百万円   旅費交 通費        508 百万円  

 地 代 家 賃       636 百万円   地 代 家 賃       630 百万円  

 役員退職引当金繰入額 73 百万円   役員退職引当金繰入額 67 百万円  

 役員賞与引当金繰入額 60 百万円   役員賞与引当金繰入額 80 百万円  

 貸倒引当金繰入額 88 百万円   減価償却費 47 百万円  

 減価償却費 40 百万円     
    
 販売費に属する費用の 

おおよその割合 
76.1％

  販売費に属する費用の 
おおよその割合 

75.5％
 

      
 一般管理費に属する費用の 

おおよその割合 
23.9％

  一般管理費に属する費用の 
おおよその割合 

24.5％
 

      

２．関係会社項目 ２．関係会社項目 

  関係会社との取引に係る営業外収益は次のとおりで 

  あります。 

関係会社との取引に係る営業外収益は次のとおりで 
  あります。 

   受取配当金 67 百万円     受取配当金 162 百万円  

   雑収入 36 百万円     雑収入 43 百万円  

  

３．固定資産売却益の内容 ３．固定資産売却益の内容 
 機械装置及び運搬具 0 百万円   機械装置及び運搬具 0 百万円  

    
４．固定資産売却及び廃棄損の内容は、次のとおりであり

ます。 
４．固定資産売却及び廃棄損の内容は、次のとおりであり

ます。 
 工具器具及び備品 8 百万円   建物 0 百万円  

 その他 0 百万円   工具器具及び備品 0 百万円  

 計 9 百万円   計 0 百万円  

    

５．減損損失の内容は次のとおりであります。 ５. 

当事業年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。 
用途 勘定科目 種類 金額 

遊休 
工具器具 
及び備品 

絵画 20 百万円 

  （経緯） 
上記の絵画資産は、現在は遊休資産となっており

ます。当該資産は、時価の著しい下落がみられた

ため、減損損失を認識いたしました。 
  （グルーピングの方法） 

事業部門単位を基本としてグルーピングをして

おります。なお、遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングをしております。 
  （回収可能価額の算定方法等） 

当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により

測定しており、専門家等の第三者による評価額等

を基礎として評価しております。 

 ――――― 
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椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の数に関する事項 

前 事 業 年 度 末
の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数株式の種類 

(株) (株) (株) 
  

(株) 

普 通 株 式 378,815 15,097 96,000   297,912

 (変動事由の概要) 

  増加数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加        15,097 株 

  減少数の内訳は次のとおりであります。 

ストック・オプションの権利行使による減少   96,000 株 
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椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

（リース取引） 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
工具器具
及び備品
(百万円)

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 

415 42 458

減価償却 
累計額相当額 

125 20 146

期末残高 
相当額 

290 22 312

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 

424 38 463

減価償却 
累計額相当額

183 7 190

期末残高 
相当額 

240 31 272

   
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 88百万円

１年超 225百万円

合計 313百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 95百万円

１年超 183百万円

合計 278百万円
   

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 86百万円

支払利息相当額 8百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 107百万円

減価償却費相当額 96百万円

支払利息相当額 8百万円
   

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

  定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  
５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 

  差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 

  ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  
（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

 

（減損損失について） 

同左 

  

 

 

 

２．オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年内 ４百万円

１年超 ８百万円

合計 12百万円
 

  

 

（有価証券関係） 

当事業年度末(平成 19 年 3月 31 日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成 18 年 3月 31 日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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椿本興業㈱（8052） 平成 19 年 3月期決算短信 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 (流動) 

 貸倒引当金繰入限度超過額 48百万円

 その他 220 〃 

 繰延税金資産計(流動) 269 〃 

  

 (固定)  

 役員退職引当金繰入限度超過額 177 〃 

 退職給付引当金繰入限度超過額 323 〃 

 保有株式等評価損 305 〃 

 その他 34 〃 

 繰延税金資産計(固定) 840 〃 

 繰延税金負債(固定)と相殺 △840 〃 

 繰延税金資産(固定)の純額 － 〃 

  

  

  

(繰延税金負債)  

 (固定)  

 その他有価証券評価差額金 △3,105 〃 

 繰延税金負債計(固定) △3,105 〃 

 繰延税金資産(固定)との相殺 840 〃 

 繰延税金負債(固定)の純額 △2,264 〃 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産) 

 (流動) 

 貸倒引当金繰入限度超過額 50百万円

 その他 220 〃 

 繰延税金資産計(流動) 270 〃 

  

 (固定)  

 役員退職引当金繰入限度超過額 205 〃 

 退職給付引当金繰入限度超過額 350 〃 

 保有株式等評価損 299 〃 

 その他 27 〃 

 小計 882 〃 

 評価性引当額 △197 〃 

 繰延税金資産計(固定) 685 〃 

 繰延税金負債(固定)と相殺 △685 〃 

 繰延税金資産(固定)の純額 － 〃 

  

(繰延税金負債)  

 (固定)  

 その他有価証券評価差額金 △2,240 〃 

 繰延税金負債計(固定) △2,240 〃 

 繰延税金資産(固定)との相殺 685 〃 

 繰延税金負債(固定)の純額 △1,554 〃 
 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
5.4〃

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△2.9〃

 住民税均等割等 1.8〃

 役員賞与 1.8〃

 その他 △0.4〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.8〃
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
4.2〃

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△3.9〃

 住民税均等割等 1.2〃

 役員賞与 1.6〃

 評価性引当額の増減 9.7〃

 その他 △0.5〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.3〃
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椿本興業㈱（8052） 平成19年3月期決算短信 

(１株当たり情報) 
 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 366円88銭 １株当たり純資産額 363円96銭

１株当たり当期純利益 22円83銭 １株当たり当期純利益 29円49銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

22円76銭
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

29円45銭

 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益(百万円) 717 948 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 717 948 

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,419 32,168 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の

主要な内訳（千株） 

平成12年６月29日定時株主総会決議

ストックオプション 

  

(自己株式取得方式) ― ― 

平成13年６月28日定時株主総会決議 

ストックオプション 
  

(自己株式取得方式) 33 ― 

平成14年６月27日定時株主総会決議

ストックオプション 
  

 新株予約権 61 42 

普通株式増加数（千株） 94 42 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 

――――― 

 

――――― 

 
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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椿本興業㈱（8052） 平成19年3月期決算短信 

６．その他 

Ⅰ 役員の異動 

別紙をご参照ください。 

 

Ⅱ 受注・販売・仕入の状況 

〔 受注実績 〕 
(単位：百万円未満切捨) 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同期比(％) 受注残高 前年同期比(％)

動伝事業 49,041 + 4.2 3,551 + 86.6 

設備装置事業 45,047 + 6.6 17,973 + 19.3 

産業資材事業その他 7,449 △ 3.5 131 △ 24.1 

消去 △4,827 － △1,973 － 

合計 96,710 + 2.6 19,683 + 17.7 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
〔 販売実績 〕 

(単位：百万円未満切捨) 

事業の種類別セグメントの名称 販売高 前年同期比(％)

動伝事業 47,392 + 1.1 

設備装置事業 42,142 + 7.7 

産業資材事業その他 7,490 △ 2.4 

消去 △3,276 － 

合計 93,749 + 3.1 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
〔 仕入実績 〕 

(単位：百万円未満切捨) 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高 前年同期比(％)

動伝事業 40,805 + 0.0 

設備装置事業 40,332 + 11.5 

産業資材事業その他 6,744 △ 4.1 

消去 △3,251 － 

合計 84,631 + 4.1 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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